出向協定書
　○○株式会社（以下「甲」という。）から、○○株式会社（以下「乙」という。）へ出向させる従業員（以下「丙」という。）に関する取扱いについては、下記のとおりとし、甲と乙と丙は、当該協定書に基づき出向協定を確認した。
記
（出向従業員）
第１条　丙は、甲の従業員の身分を有した上で、丙の労働提供義務の指揮権に係る乙の就業規則その他の規程及びこれらに基づく指揮命令等を守り、誠実かつ忠実に就業するものとする。
２　丙の氏名、乙における役職、主な業務内容及び勤務場所は、別紙1のとおりとする。ただし、乙の指示命令により配置転換を行うことがある。
３　乙は、丙を甲との雇用関係を有しながら乙の指揮監督下におくことを確認し、使用者としての責任を果たすものとする。
（出向期間）
第２条　丙の出向期間は、別紙1のとおりとする。
２　出向期間が満了したとき、本協定は終了する。
３　次の各号のいずれかの事由に該当するときは、甲及び乙は本協定を解除できる。その場合、甲及び乙は解除する1か月前までに相手側に申し出なければならない。
　（１）出向の目的を達成したとき。
　（２）出向の目的を達成することが困難であるとき。
　（３）乙において丙を解雇する事由が生じたとき。
　（４）甲が丙の復職の必要を認めたとき。
　（５）その他出向を解除する事由の生じたとき。
３　甲又は乙に出向期間の延長又は短縮の必要が生じたときは、それぞれの申出により、出向期間満了日又は解除予定日の1か月前までに双方が協議のうえ決定するものとする。
（服務及び勤務）
第３条　丙の乙における就業時間、休憩時間及び休日・休暇等勤務に関する事項（年次有給休暇の付与日数及び付与条件等を除く。）は、乙の就業規則及び準する規定による。
２　丙の年次有給休暇の付与日数及び勤続年数等付与条件については、甲の規定による。ただし、年次有給休暇の使用単位及び請求手続、時季変更は、乙の規定による。
（賃金等の支払方法）
第４条　丙に対する賃金は、甲が甲の規定により支給する。
（経費負担）
第５条　乙は丙に係る経費に関し、別紙2に定める金員を、毎月末日までに甲の指定する金融機関に振り込むものとする。
２　前項の金員の額は、随時必要に応じ見直すことができるものとする。
（社会保険及び災害補償等）
第６条　丙に係る健康保険、厚生年金保険、介護保険、雇用保険は甲において加入し、保険料は甲の基準により甲が負担するものとする。
２　丙に係る労働者災害補償保険は、甲の丙に対する総賃金に基づいて乙がその申告を行い、かつその保険料の納付を行うものとする。
３　丙が、乙において業務上又は乙への通勤途上負傷し、疾病にかかり又は死亡した場合は、乙が労働者災害補償保険に拠るほか、乙の規定により補償するものとする。
４　福利厚生費については、甲の制度により、甲が負担するものとする。
（旅費等）
第７条　丙の乙への赴任及び甲への帰任の旅費は、甲が甲の負担において丙に支給するものとする。
２　丙の乙における出張等に伴う旅費等及び日当等は、乙が乙の基準により丙に支給するものとする。
３　丙に係る通勤費については、甲の負担により丙に支給するものとする。
（福利厚生）
第８条　丙は出向期間中における乙の福利厚生制度を利用することができる。但し制度の性質上利用が馴染まないものに関しては甲乙協議の上、決定する。
２　丙の乙における出張等に伴う旅費等及び日当等は、乙が乙の基準により丙に支給するものとする。
（懲　戒）
第９条　丙が、乙において懲戒事由に該当するに至った場合は、その都度甲乙協議のうえ扱いを決定するものとする。
２　前項の場合において、懲戒事由が解雇に該当するに至った場合は、甲は丙の出向を終了させるものとする。
（健康診断）
第10条　丙の健康診断等安全衛生にかかる措置は、乙において行うものとする。
（人事考課）
第11条　乙は、丙に関して、甲から人事考課の要請があった場合は、甲乙協議のうえ、丙の人事考課を行うものとする。
（勤続年数）
第12条　出向期間は、甲における丙の勤続年数に通算するものとする。
（通　知）
第13条　甲乙双方は、丙に関して随時相互に連絡をとるものとする。
（守秘義務）
第14条　丙は、乙に対して競業避止及び業務上知り得た秘密（取引先関係者の秘密を含む。）の守秘義務を在職集はもとより、出向解除後も将来にわたって負うものとする。
２　丙は、前項で定める守秘義務等に関し、別紙誓約書を乙に提出する。
（出向従業員の義務）
第15条　丙は、乙に対し自らの職業能力の開発及び向上に努めるとともに他の乙の従業員と協調し、業務の促進と目的の達成に努めることを約するものとする。
２　丙は、乙の名誉及び信用を保持し、対外的においても乙及び乙の従業員並びに利害関係人に悪影響を与えるような不正又は背信的行為若しくは品位を害するようなことを行ってはならない。
（出向契約の終了）
第16条　出向契約終了にあたり、契約終了日までに、丙は、乙に対し、乙に帰属する備品及び書類等の返還、債務の精算、及び業務の引継ぎを行い、乙は、丙の退職手続を行うものとする。
２　出向契約終了後は、甲は、丙の出向前の職務及び出向契約における職務並びに業務成績を勘案して、丙の配属及び職務を改めて決定する。
（協議等）
第17条　本協定書に定めのない事項、又は本協定書の内容又はその実施に関し疑義が生じたときは、その都度甲及び乙両者の協議の上決定するものとする。
２　甲と丙の間、乙と丙の間に労使間の紛争が生じた場合において、自主的な解決が困難であると認めるときは、自主的に解決を図るものとする。
　本協定書は3通作成し、甲乙丙三者が各1通を保有する。
以上
　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　甲　　所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　乙　　所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　丙　　住所　
　　　　　　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　　　　　　　　　　　㊞
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（別紙２）
	１．協定書第5条第1項の金員
　　　　　　　月額　　　　　　万円
　ただし、月の途中から出向し又は復帰する場合は、暦日により日割り計算を行う
２．振込先金融機関
　　　　　　　銀行　　支店
　　普通・当座　口座番号　　　　　
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